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} 価格評価点は、次表に定めるところによ
り算出する。ただし、入札価格が契約制限
価格（税抜）を超えている場合には評価し
ない。また、価格評価点は０を最低点とす
る。
Ｘ＜Ｘ０の場合 Ｙ＝100／（Ｘ０－65）
×（Ｘ－65）
Ｘ≧Ｘ０の場合 Ｙ＝－0•5×（Ｘ－Ｘ
０）２／（100－Ｘ０）＋100

この式においてＸ、Ｘ０及びＹは、それ
ぞれ次の値を表すものとする。
Ｘ 入札率＝入札価格／契約制限価格

（税抜）×100

Ｘ０ 価格評価基準額／契約制限価格
（税抜）×100

Ｙ 価格評価点
~ 総合評価は、上記{により得られた技術
評価点と、上記}により得られた価格評価
点の合計点（評価値）をもって行う。

� 詳細は、入札説明書による。
４ 入札手続等
\ 担当部署 〒567`0871 大阪府茨木市岩倉
町１`13 西日本高速道路株式会社関西支社
総務企画部経理課 課長代理 豊島 勝利
電話06`6344`9242 ＦＡＸ06`6344`

9913

] 入札説明書の交付期間、場所及び方法
{ 期間 平成26年３月３日（月）から平成
26年３月13日（木）までの土曜日、日曜日
及び祝日を除く毎日午前10時から午後４時
まで。

| 場所 上記４\に同じ。
} 方法 無料交付で直接行うものとする。

^ 参加表明書の受領期限並びに提出場所及び
方法
{ 期限 平成26年３月13日（木）午後４時
00分

| 場所 上記４\に同じ。
} 方法 本業務に係る入札参加を希望する
者は、入札説明書に基づき参加表明書を作
成し、電子入札システムにより提出するこ
と。ただし、契約責任者に紙入札の届出を
行った場合は、上記４\に持参又は郵送（書
留郵便に限る。）すること。

_ 技術提案書の受領期限並びに提出場所及び
方法
{ 期限 平成26年４月７日（月）午後４時
00分

| 場所 上記４\に同じ。
} 方法 本業務に係る入札参加を希望する
者は、入札説明書に基づき技術提案書を作
成し、持参又は郵送（書留郵便に限る。）に
より提出すること。

` 入札書の提出期限、場所及び方法
{ 期限 平成26年５月15日（木）午後１時
30分まで。（ただし、郵便による入札につい
ては、書留郵便により期限までに上記４\

へ必着させること。）
| 場所 上記４\に同じ。
} 方法 電子入札システムにより提出する
こと。ただし、契約責任者に紙入札の届出
を行った場合は紙により持参又は郵送（書
留郵便に限る。）すること。

a 開札の日時及び場所
{ 日時 平成26年５月16日（金）午後１時
30分

| 場所 上記４\の１階 入札室
５ その他
\ 手続において使用する言語及び通貨は、日
本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金
{ 入札保証金 免除。
| 契約保証金 納付。（保管金の取扱店 み
ずほ銀行堂島支店）
ただし、金融機関等の保証をもって契約
保証金の納付に代えることができる。また、
公共工事履行保証証券による保証を付し又
は履行保証保険契約の締結を行った場合
は、契約保証金の納付を免除する。

^ 入札の無効 本公告に示した指名されるた
めに必要な要件を満たさない者のした入札、
参加表明書に虚偽の記載をした者のした入札
及び入札に関する条件に違反した入札は、無
効とする。

_ 落札者の決定方法 契約制限価格の制限の
範囲内で有効な入札を行った者のうち、上記
３\により得られた評価値が最も高い者を落
札者とする。

` 手続における交渉の有無 無。
a 契約書作成の要否 要。
b 関連情報を入手するための照会窓口は、上
記４\に同じ。

c 上記２\に掲げる調査等競争参加資格の認
定を受けていない者も上記４^により参加表
明書を提出することができるが、競争に参加
するためには、開札の時において、当該資格
の認定を受け、かつ、指名されていなければ
ならない。

d 外国における技術者資格をもって申請する
場合には、別途国土交通省総合政策局建設市
場整備課における建設コンサルタント業務等
に関する国土交通大臣認定を受けた者のみを
認めるものとする。
なお、参加表明書の提出期限までに当該認
定を受けていない場合にも参加表明書を提出
することができるが、この場合、参加表明書
提出時に当該認定の申請書の写しを提出する
ものとし、当該業者が指名を受けるためには
指名通知の日までに大臣認定を受け、認定書
の写しを提出しなければならない。指名通知
の日は平成26年３月28日（金）を予定する。

e 紙入札方式による参加を希望する場合の手
続 紙入札方式による参加を希望する者は、
上記４^{の期限までに、参加表明書等とと
もに紙入札方式参加（変更）届出書（電子入
札留意事項様式１）を、上記４\に示す場所
に持参又は郵送（書留郵便に限る。）により提
出しなければならない。

Ĉ 詳細は入札説明書による。
６ Summary

\ Official in charge of the contract of the

procuring entity : Yoshiharu Shibamura Di-

rector General of Kansai Branch, West

Nippon Expressway Company Limited

] Classification of the services to be pro-

cured : 42

^ Subject matter of the contract : Design of

The Hanwa Expressway Minabe Bridge.

_ Time Limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

4 : 00 P.M. 13 March 2014 (If brought with

you, 4 : 00 P.M. 13 March 2014. If by mail,

4 : 00 P.M. 13 March 2014)

` Time Limit for the submission of propos-

als : 4 : 00 P.M. 7 April 2014

a Time Limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 1 : 30 P.M. 15

May 2014 (If brought with you, 1 : 30 P.M.

15 May 2014. If by mail, 1 : 30 P.M. 15 May

2014)

b The language used for application and

inquiry shall be Japanese.

c Contact point for tender documentation :

Katsutoshi Toyoshima, Assistant Manager

of Accounting Division, General Affairs

and Planning Department, Kansai Branch,

West Nippon Expressway Company Limit-

ed 1`13, Iwakura-cho, Ibaraki City, Osaka

Prefecture 567`0871 Japan Tel. 06`6344`

9242 Fax. 06`6344`9913

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 26年３月３日

国立大学法人鳥取大学長 豐島 良太
◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 31

〇第７号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 14

] 導入計画物品及び数量 総合メディア基盤
センター電子計算機システム 一式

^ 調達方法 借入
_ 導入予定時期 平成26年度３月以降
` 調達に必要とされる基本的な要求要件
Ａ 本システムは、本学のサーバ、教育用端
末、附属図書館業務支援システム及び教
育・研究を支援するソフトウェア及びハー
ドウェアなどから構成される。
Ｂ 高速ネットワークに対応し、セキュリ
ティに十分な配慮を払ったシステムである
こと。なお、セキュリティにおいてはＬＤ
ＡＰやShibboleth等の認証システムに対応
し、アカウントの登録管理が煩雑にならな
いように設計されていること。
Ｃ 全てのシステムは、省スペース、省エネ
ルギー化を図り、管理作業ができるだけ自
動化が図られていること。また、利用者側
の利便性にも注意を払い、煩雑な利用とな
らないよう設計されていること。›

š


		2014-03-02T14:38:08+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




